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Ⅰ．緒　　言
　平成24（2012）年，死因究明に関する 2法が
国会で可決成立した。一つは，「死因究明等を推
進する法律」（略称「死因究明等推進法」，以下
「推進法」ともいう），もう一つは「警察等が取り
扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律」
（略称「死因・身元調査法」以下「調査法」とも
いう）だった。死因究明等推進法に基づいて，内
閣府に死因究明等推進会議を設置し，平成26年，
死因究明等推進計画を閣議決定し，その後 2年間
の時限立法であった推進法は失効した。一方，死
因・身元調査法は平成25年 4月に施行され新しい
解剖制度（現在でもこの法律を新法と呼びそれに
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  〔原著〕 死因・身元調査法施行の解剖制度への
影響に関する考察
石　原　憲　治1,2)　　矢　島　大　介1,3)　　武　市　尚　子1,4)　　岩　瀬　博太郎1,5)
（2017年 9月 7日受付，2017年11月 2日受理）
要　　旨
　死因・身元調査法が施行され，同法に基づく解剖が始まってから 4年が経過した。この新しい解
剖の導入が，わが国の死因究明制度にどのような影響を与えたかを考察する。
　警察庁が公表したデータ，及び千葉大学と東京大学で行われた司法解剖と調査法解剖のデータを
用いて解析を行ったところ，以下の結論が得られた。調査法施行前後を比較すると，司法解剖は微
減，行政解剖はかなり減少したが，新設の調査法解剖がそれ以上に行われたため，全体の法医解剖
数は若干増加した。ただし，新設の調査法解剖は従来から解剖率の高い特定の地域に偏って行われ
ていること，さらに法の運用は各都道府県警によって相違があることが分かった。千葉大・東大の
解剖に関して，千葉大では身元不明死体は司法解剖に付されているのに対し，東大では多くの事例
が調査法解剖で行われていた。
　調査法運用上の問題点は解剖以外にも認められる。遺族への配慮，法医学者からの意見聴取，関
係機関への通報がいずれも十分でない点等，立法時の主旨が生かされていないと言わざるを得な
い。また，診療関連死，自損の交通事故死のように，いまだ調査法が有効に活用されていない分野
もある。
　Key words: 死因・身元調査法，司法解剖，調査法解剖，死因究明等推進計画
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基づく解剖を新法解剖という場合も多いが，本稿
では「調査法解剖」と記す。）が創設されて， 4
年が経過した。この間，この法律の施行に伴って，
わが国の死因究明制度にどのような変化が起きた
のか，また，法律の制定目的が正しく理解されそ
れに沿った運用がなされているか，調査し考察を
加える。
　なお，筆者らは平成27年，千葉医学雑誌に「死
因・身元調査法に基づく解剖の実施状況につい
て」［1］を著し，法施行 1年後の状況を考察してい
るので，合わせてご参照願いたい。
Ⅱ．方　　法
　警察庁刑事局が毎年公表している「都道府県別
の死体取扱状況」から，死因・身元調査法施行前
の平成24年と，施行後直近の平成28年の死体取扱
数，解剖数の統計を調査し，全国及び都道府県別
の実績を検討した（表 1 a）。24年の法医解剖合計
と28年の調査法解剖について都道府県ごとの件数
について統計解析を行った。解剖合計数について
は平成24年から28年の経年変化（表 1 b）を調査
した。また，国会議員の依頼に基づき警察庁が作
成した「平成27年度都道府県別解剖 1体当たりの
平均執行額」（表 2）から解剖経費との関連を考
察した。さらに，平成24年以降に千葉大学と東京
大学で実施した司法解剖及び平成25年に開始され
た調査法解剖を，死因の種類や身元不明死体の点
から調査し，変化の傾向及び千葉県と東京都の差
異を分析し，統計解析を行った。
　法医解剖には，犯罪または犯罪の疑いのあると
きに行われる司法解剖，公衆衛生上の目的で行わ
れる行政解剖（東京23区，大阪市，神戸市で行わ
れている監察医解剖と他地域で行われている承諾
解剖），死因・身元調査法に基づき，刑事手続に
乗らなかった死体について，死因が災害，事故，
犯罪その他市民生活に危害を及ぼすものである場
合に被害拡大や再発防止のため公衆衛生を含む幅
広い目的で行われる解剖（調査法解剖）があり，
実施主体に関しては，司法解剖は警察，検察，海
上保安庁，自衛隊，行政解剖は都道府県，調査法
解剖は警察，海上保安庁になっている。
　わが国で，どれだけ法医解剖が行われているか
を総体的に捉えた統計はない。警察庁刑事局，警
察庁交通局，海上保安庁がそれぞれ集計結果を公
表しているが，その他に検察官が独自に嘱託した
解剖，自衛隊警務官が嘱託した解剖もあり，その
総数は明確になっていない。しかし，平成28年を
みると，警察庁刑事局の統計による解剖数（行政
解剖も含む）は20,418体，交通局が640体，海上
保安庁が652体（警察との合同取扱を含む），検察
の独自嘱託及び自衛隊はさらに少ないことが予想
され，圧倒的に多数が刑事局の取扱いである点，
さらに今回の論稿の主要テーマである調査解剖
の99.9％が警察庁刑事局の所掌（0.1％は海上保安
庁）である点に鑑みると，刑事局統計に絞って調
査・考察することによる弊害は少ないと考えた。
Ⅲ．結　　果
1．警察庁刑事局の統計
　警察庁刑事局統計の平成24年分と28年分に基づ
いてその変化等をまとめたのが表 1 a「死因・身
元調査法（新法）施行前と現在の比較」である。
また，平成24年から28年の合計数については表
1 b「 3種類の解剖の経年変化」に示した。
　死体取扱数は，ほぼ全国的に減少している。同
時期の全死亡者数が約3.2％増加していることか
ら，この見かけの数値以上に減少したことになる。
　法医解剖の総数をみると，約6.2％増加した。
刑事局の統計で 2万体を超えたのは初めてであ
り，死亡者数の増加を差し引いても，若干の増加
と言える。その内訳は，司法解剖が2.3％減，そ
の他解剖が11.3％減となっており，合計数をみる
限り，調査法解剖が全体数を押し上げた。
　都道府県別にみると，その傾向は特に顕著だっ
た。平成24年で解剖率の上位 4都県である東京，
神奈川，兵庫，沖縄では調査法解剖がいずれも
200体以上行われており，その 4都県での調査法
解剖は全調査法解剖の約62％にも及んでいた。解
剖率をみると，従来から高かった（20％以上）神
奈川，沖縄，兵庫の 3県がさらに増加し，最高の
神奈川（41.62%）は最低の広島（1.21％）の34倍
という差になった。図 1「平成24年の法医解剖率
と平成28年の調査法解剖率」は両者の相関を示し
ており，正の相関（相関係数 : 0.67）が認められ
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表 1 a　死因・身元調査法（新法）施行前と現在の比較
都道
府県
死体取扱数 司法解剖 調査法 その他解剖 解剖数合計 解剖率 / 死体取扱数
28年 24年 増減 28年 24年 増減 28年 28年 24年 増減 28年 24年 増減 28年 24年 増減
北海道 7,247 7,367 －120 655 544 111 19 1 3 －2 675 547 128 9.31 7.43 1.89 
青 森 2,112 2,201 －89 176 165 11 4 0 10 －10 180 175 5 8.52 7.95 0.57 
岩 手 1,876 1,919 －43 93 128 －35 9 0 1 －1 102 129 －27 5.44 6.72 －1.29 
宮 城 2,897 2,841 56 256 337 －81 91 22 55 －33 369 392 －23 12.74 13.80 －1.06 
秋 田 1,444 1,678 －234 199 226 －27 6 1 6 －5 206 232 －26 14.27 13.83 0.44 
山 形 1,605 1,720 －115 124 139 －15 54 0 23 －23 178 162 16 11.09 9.42 1.67 
福 島 2,663 3,039 －376 141 168 －27 17 4 16 －12 162 184 －22 6.08 6.05 0.03 
東 京 19,804 21,007 －1,203 213 372 －159 627 3,099 3,448 －349 3,939 3,820 119 19.89 18.18 1.71 
茨 城 4,049 4,400 －351 206 344 －138 58 60 76 －16 324 420 －96 8.00 9.55 －1.54 
栃 木 3,157 3,431 －274 131 283 －152 47 0 17 －17 178 300 －122 5.64 8.74 －3.11 
群 馬 2,515 2,613 －98 99 97 2 6 6 10 －4 111 107 4 4.41 4.09 0.32 
埼 玉 8,980 9,526 －546 447 421 26 32 0 29 －29 479 450 29 5.33 4.72 0.61 
千 葉 7,478 8,158 －680 244 336 －92 22 9 6 3 275 342 －67 3.68 4.19 －0.51 
神奈川 12,000 13,283 －1,283 704 382 322 424 3,866 4,233 －367 4,994 4,615 379 41.62 34.74 6.87 
新 潟 3,286 3,660 －374 121 145 －24 16 0 0 0 137 145 －8 4.17 3.96 0.21 
山 梨 1,146 1,248 －102 67 58 9 11 0 3 －3 78 61 17 6.81 4.89 1.92 
長 野 2,605 2,623 －18 182 112 70 2 0 2 －2 184 114 70 7.06 4.35 2.72 
静 岡 4,026 4,470 －444 156 183 －27 7 0 8 －8 163 191 －28 4.05 4.27 －0.22 
富 山 1,381 1,397 －16 179 183 －4 3 4 2 2 186 185 1 13.47 13.24 0.23 
石 川 1,235 1,360 －125 144 128 16 12 0 1 －1 156 129 27 12.63 9.49 3.15 
福 井 1,056 1,067 －11 126 123 3 22 0 0 0 148 123 25 14.02 11.53 2.49 
岐 阜 2,370 2,428 －58 49 62 －13 3 0 1 －1 52 63 －11 2.19 2.59 －0.40 
愛 知 7,211 7,406 －195 238 184 54 58 8 8 0 304 192 112 4.22 2.59 1.62 
三 重 2,321 2,428 －107 131 143 －12 28 2 10 －8 161 153 8 6.94 6.30 0.64 
滋 賀 1,417 1,589 －172 88 74 14 23 0 3 －3 111 77 34 7.83 4.85 2.99 
京 都 2,764 3,145 －381 113 249 －136 43 2 10 －8 158 259 －101 5.72 8.24 －2.52 
大 阪 12,279 13,004 －725 620 537 83 38 1,083 1,167 －84 1,741 1,704 37 14.18 13.10 1.08 
兵 庫 5,067 7,405 －2,338 229 269 －40 356 1,188 1,230 －42 1,773 1,499 274 34.99 20.24 14.75 
奈 良 1,722 1,765 －43 153 113 40 25 1 14 －13 179 127 52 10.39 7.20 3.20 
和歌山 1,406 1,400 6 172 198 －26 64 4 36 －32 240 234 6 17.07 16.71 0.36 
鳥 取 831 839 －8 40 51 －11 17 0 1 －1 57 52 5 6.86 6.20 0.66 
島 根 907 1,026 －119 61 67 －6 22 0 13 －13 83 80 3 9.15 7.80 1.35 
岡 山 2,367 2,258 109 129 137 －8 20 5 60 －55 154 197 －43 6.51 8.72 －2.22 
広 島 3,132 3,407 －275 38 69 －31 0 0 0 0 38 69 －31 1.21 2.03 －0.81 
山 口 2,105 2,241 －136 134 125 9 21 9 40 －31 164 165 －1 7.79 7.36 0.43 
徳 島 975 1,071 －96 54 47 7 7 0 7 －7 61 54 7 6.26 5.04 1.21 
香 川 1,358 1,358 0 97 111 －14 28 0 3 －3 125 114 11 9.20 8.39 0.81 
愛 媛 2,156 2,352 －196 91 111 －20 18 1 18 －17 110 129 －19 5.10 5.48 －0.38 
高 知 1,239 1,377 －138 67 53 14 2 0 5 －5 69 58 11 5.57 4.21 1.36 
福 岡 5,754 5,982 －228 383 285 98 86 5 7 －2 474 292 182 8.24 4.88 3.36 
佐 賀 1,014 1,200 －186 74 59 15 13 0 10 －10 87 69 18 8.58 5.75 2.83 
長 崎 1,561 1,766 －205 153 81 72 15 3 13 －10 171 94 77 10.95 5.32 5.63 
熊 本 2,354 2,602 －248 92 139 －47 16 0 19 －19 108 158 －50 4.59 6.07 －1.48 
大 分 1,334 1,331 3 26 58 －32 2 0 1 －1 28 59 －31 2.10 4.43 －2.33 
宮 崎 1,330 1,451 －121 77 59 18 3 1 10 －9 81 69 12 6.09 4.76 1.33 
鹿児島 2,050 2,282 －232 128 68 60 4 0 1 －1 132 69 63 6.44 3.02 3.42 
沖 縄 1,821 1,712 109 226 297 －71 204 103 62 41 533 359 174 29.27 20.97 8.30 
合 計 161,407 173,833 －12,426 8,326 8,520 －194 2,605 9,487 10,698 －1,211 20,418 19,218 1,200 12.65 11.06 1.59 
　・警察庁公表の資料に基づき再構成したもので，原資料の数字は刑事局捜査第一課に報告があったもの。
　・交通関係，東日本大震災による死者を除く。
　・ 死体取扱数は，警察に届け出られた死亡数であり，医師法21条によって異状が認められた死体など警察に通報のあった死亡事案を
いう。
　・ 司法解剖とは刑事訴訟法の検証・鑑定及び捜査の章に規定された解剖であり，犯罪性のある死体（変死体）及び犯罪の疑いのある
死体がその対象である。
　・「調査法」とあるのは調査法解剖のことで，死因・身元調査法で規定され，平成25年 4月に開始された解剖（通称「新法解剖」）。
　・その他解剖とは，死体解剖保存法第 8条に規定された監察医による解剖，及び同法第 7条を援用した承諾解剖の両者。
　・解剖率とは，解剖数を死体取扱数で除した数値。
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る。つまり，元来法医解剖率の高い都県が調査法
解剖率も高い，との相関が成り立っている。
2．都道府県別の解剖経費
　警察庁が作成した「平成27年度都道府県別解剖
1体当たりの平均執行額」（表 2）により，司法
解剖についてみると，千葉県の46万円から大分県
の6.1万円まで大きな差がみられた。
　司法解剖の執行額には謝金と解剖経費が含まれ
ている。謝金とは刑事訴訟法に基づいて執刀医個
人に支払われる趣旨の金員で，現在は解剖時間と
鑑定書の字数に基づいて計算されている。解剖経
費とは実際に解剖の実施に係る経費であり各種の
検査料もこれに含まれる。しかし，法医解剖は大
学の業務の一環であり，本来は個人謝金になじむ
ものではないという意見があり，調査法では個人
嘱託を止め機関に対する嘱託としたことから調査
法解剖に謝金はない。
　上記の事情を差し引いても，解剖経費の差が生
じる大きな理由は，薬毒物検査，組織検査の実施
の有無であると考えられ，多くのご遺体に関して
表 1 b　 3種類の解剖の経年変化
司法解剖 調査法 その他 合計
24年 8,520 0 10,698 19,218
25年 8,356 1,418 9,262 19,036
26年 8,684 1,921 8,787 19,392
27年 8,424 2,395 9,302 20,121
28年 8,326 2,605 9,487 20,418
　・備考は表 1 aと同じ。
表 2　平成27年度都道府県別解剖 1体
当たりの平均執行額　　
司法解剖 調査法解剖
北 海 道 392 139
青 森 267 120
岩 手 127 238
宮 城 149 107
秋 田 194 266
山 形 119 105
福 島 292 243
警 視 庁 － 212
茨 城 233 85
栃 木 342 118
群 馬 270 160
埼 玉 170 123
千 葉 460 309
神 奈 川 224 124
新 潟 79 120
山 梨 130 123
長 野 314 160
静 岡 194 123
富 山 314 63
石 川 113 120
福 井 70 51
岐 阜 189 120
愛 知 213 279
三 重 190 200
滋 賀 359 120
京 都 388 205
大 阪 330 168
兵 庫 169 80
奈 良 204 120
和 歌 山 434 120
鳥 取 196 217
島 根 195 158
岡 山 258 160
広 島 318 151
山 口 258 138
徳 島 172 108
香 川 172 108
愛 媛 199 120
高 知 201 120
福 岡 335 218
佐 賀 120 32
長 崎 403 120
熊 本 422 170
大 分 61 120
宮 崎 194 122
鹿 児 島 259 120
沖 縄 84 120
※ 司法解剖 1体当たりの平均執行額は，平成27年度の
司法解剖経費の執行額として道府県警察から報告の
あった金額を平成27年中の司法解剖数で除して算出
（千円未満は四捨五入）。
※ 警視庁での司法解剖は，検察官が鑑定処分許可状の
請求を行うとともに，その経費を東京地方検察庁が
負担しているため，執行額を把握していない。
※ 「調査法解剖」とは，警察等が取り扱う死体の死因
又は身元の調査等に関する法律第 6条に基づく解剖。
※ 調査法解剖 1体当たりの平均執行額は，都道府県警
察からの報告に基づいて算出（千円未満は四捨五入）。
図 1　平成24年の法医解剖率と
　　　平成28年の調査法解剖率
　図 1は各都道府県ごとの平成24年の法医解剖率
（横軸 : 百分率）と平成28年の調査法解剖率（縦軸 : 
千分率）でいずれも分母は警察取扱死体数。
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3．千葉大学，東京大学における解剖の変遷
　平成24年から28年の千葉大学及び東京大学の解
剖数を表 3に示す。千葉大では司法解剖は22％の
減少，調査法解剖は年々増加し，東大では司法解
剖は36％減少しているが調査法解剖の増加が顕著
だった。ここでは，死因の種類及び身元不明死体
に着目し，調査法施行以後の解剖の内容を比較し
た。
検査を実施しているところほど解剖経費が高いと
いうことが言える。一方，調査法解剖について
は，司法解剖に比べ経費が低いものの，ここでも
差異が指摘できる。最高は千葉の30.9万円，最低
は佐賀の3.2万円となっていた。そして，警視庁
を除く全国の中央値で比較すると調査法解剖の経
費は謝金を含む司法解剖経費の60%であることが
わかった。調査法解剖は各都道府県警察が大学等
の法人と契約を結び，半ば以上は自治体予算から
の支出であるため，都道府県の取組みによる差も
出てくるが，やはりここでも諸検査の実施の有無
が経費の多寡を決めているという側面がある。こ
の結果は，警察の側からみた数字であり，検査を
していても警察に検査料を請求しない機関のある
可能性があることを注記する。
表 3　千葉大，東大における解剖数の変遷
千葉大学 東京大学
司法 調査法 合計 司法 調査法 合計
平成24年 344  344 104 104
25年 342 10 352 79 29 108
26年 309 16 325 63 15 78
27年 304 18 322 55 79 135
28年 268 22 290 67 123 190
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図 2 a　千葉大・司法解剖　平成24年（総数344）
図 3 a　千葉大・司法解剖　平成25－28年（総数1223）
図 3 c　千葉大・調査法解剖　平成25－28年（総数66）
　図 2 a，bは平成24年に千葉大，東大で行った司法解剖について死因の種類別に示したもの。
　図 3 a，cは平成25年から28年に千葉大で行った司法解剖，調査法解剖について死因の種類別に示したもの。
　図 3 b，dは平成25年から28年に東大で行った司法解剖，調査法解剖について死因の種類別に示したもの。
図 2 b　東大・司法解剖　平成24年（総数105）
図 3 b　東大・司法解剖　平成25－28年（総数264）
図 3 d　東大・調査法解剖　平成25－28年（総数246）
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は13％（年平均40件），調査法解剖では 4％（年
平均 1件）だった。
　千葉大，東大双方で，この間診療関連死に関係
する調査法解剖は，千葉大で 1件あったのみであ
り，交通関係についての調査法解剖は双方ともゼ
ロだった。
Ⅳ．考　　察
1．刑事局の統計からの推論
ａ．警察取扱死体が減少した理由
　冒頭に，平成28年の警察取扱死体が平成24年と
比べ減少した理由を簡単に推測する。もっとも大
きな理由は厚生労働省が平成24年 8月に出した通
知にあると考えている［2］。これは，医師法20条
の規定，「医師は，自ら診察しないで診断書を交
付してはならない」等の規定の但し書き，「但し，
診療中の患者が受診後24時間以内に死亡した場合
に交付する死亡診断書については，この限りでな
い。」との文言が，「受診後24時間経過した場合は
死亡診断書を交付できない」との解釈の余地を残
し，誤解を与えたため，厚労省医政局医事課が，
「24時間経過した場合であっても，死亡後あらた
めて診断を行い，生前に診断していた傷病に関連
する死亡であると判定できる場合には，死亡診断
書を交付することができる。」との通知を出した
のである。自宅療養中の末期がんの患者がそのが
んが原死因となって亡くなったような場合，担当
医が死亡診断書を交付できるのは当然であるし，
誤解が正され無用な警察届出が減少したのなら問
題はない。ただ，特に重篤な患者ではないような
場合，死亡診断をする医師が確定診断した疾病以
外の原因を完全に排除できるのかといった疑問は
残り，この減少傾向には十分に注意を払うべきで
あると考える。
ｂ．調査法解剖の増加
　結果から，ここ 4年間の推移は調査法解剖数
の増加，司法解剖の微減，行政解剖の減少（表
1 b）で，解剖率にみる地域格差は拡大し，調査
法解剖の増加は特定の数都県に限定されていたこ
とがわかった。なぜ，このような結果になったの
だろう。
　千葉大，東大で平成24年に司法解剖した死因の
種類は図 2 a，bのとおりだった。
　千葉大で平成25年から28年の司法解剖した死体
の死因の種類は図 3 a，同年の調査法解剖の死因
の種類は図 3 bのとおりだった。内因死が司法で
は16％であるの対し，調査法では48％だった点に
大きな特徴があった。
　東大で平成25年から28年の司法解剖した死体の
死因の種類は図 3 c，同年の調査法解剖の死因の
種類は図 3 dのとおりだった。司法解剖は千葉大
の結果とほとんど変わらないが，調査法解剖につ
いては内因死が24％と，千葉大の半数だった。調
査法解剖に他殺死体がないのは当然（もし，他殺
が疑われれば司法解剖に切り替わる）だが，それ
を除くと東大の場合死因の種類は司法解剖とほぼ
同じ分布になるのに対し，千葉大の場合は，内因
死が多い一方，不詳の外因は東大と比べ 3分の 1
と少ないことが注目される。図 2，図 3で全体的
に司法の内訳に概ね差がなさそうであるが，調査
法においては内因死と不慮の外因の割合が大きく
異なると思われたため，それぞれについてカイ二
乗検定（Fisherの性格検定）を行なったところ
有意差（内因死でp＝0.0002，不慮の外因でp＝
0.034，いずれもp＜0.05で有意）を認めた。
　身元不明死体の割合については表 4のとおり
だった。ここでいう身元不明とは，解剖時に身元
が分からず，かつその後も警察等から身元が分
かった旨の情報が入っていないものを言う。ここ
では，千葉大は調査法解剖に関して身元不明はゼ
ロであるのに対し，東大は司法解剖の身元不明死
体は減少する一方，それが調査法解剖に転じてい
る状況がみられた。
　自殺に関しては，東大で平成24年の司法解剖が
14％（15件）だったのに対し，25～28年では 9％
（年平均 6件）に減少し，一方で調査法解剖では
13％（年平均 8件）となっている。千葉大では，
平成24年の司法解剖は16％（56件），25～28年で
表 4　身元不明死体の割合
千葉大学 東京大学
司法 調査法 司法 調査法
平成24年 7.8％ － 8.6％ －
25－28年 8.4％ 0.0％ 3.0％ 11.0％
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能性がある。東京都は従来人口当たりの司法解剖
数が極めて少ない。平成24年で人口10万人当たり
の数を比べると全国平均が6.7に対し東京都は2.7
である。（さらに，平成28年では1.9にまで下がっ
た（表 5）。）その理由は，東京都には監察医務院
があり，事件性なしと判断した遺体についても多
く解剖が行われていたためではないかと考えられ
ていた。もう一つ考えられることは，東京都は司
法解剖の嘱託者が検察官であり，ほとんどが警察
官の嘱託によって行われる他道府県と異なること
が挙げられた。そこに，調査法解剖の制度ができ
ると，警察が独自に関与できる調査法解剖を行う
ことで，他県が司法解剖に回していた事案の死因
究明を進めることができるようになったと推測で
きる。なぜ，司法解剖がさらに減ったのかを含め，
この点は後段で考察を加える。神奈川県は平成26
年末に監察医制度が廃止されその他解剖（広義の
行政解剖）は減少したが，司法解剖，調査法解剖
とも増加し，全国一の解剖率を維持している。長
年解剖による死因究明を続けた伝統が背後にある
のだろうし，何かと批判が大きかった個人開業監
察医による短時間の解剖が一定程度是正されたと
の効果も聞いている。沖縄県には，本土復帰前か
ら琉球大学医学部創設時まで法医学顧問制度［3］ 
が続き，また，米国人兵士等による犯罪が多発す
るという事情も加わって，従来から死因究明に対
する意識が高かった。さらに，監察医制度によっ
て一定の解剖数を維持してきた兵庫県を加え，こ
の 4都県はいずれも従来から解剖数が多く，死因
究明に対する理解があり，都県もそれなりの予算
措置を講じてきたとの共通点が見られる。
ｄ．行政解剖の減少
　一方，調査法解剖の増加に反し，行政解剖（監
察医解剖及び承諾解剖）は減少した。神奈川県が
監察医制度を廃止した理由の一つに調査法の施行
による新しい解剖制度の創設が挙げられ，大半は
　調査法が施行され，わが国には 4つの法医解剖
制度が並存することとなった。世界各国をみる
と，ほとんどが 1本の解剖制度であり，複数あっ
たとしても犯罪捜査目的と公衆衛生目的という 2
本立てである。実際 4本の制度があっても，死体
を 4区分することは困難であり，特に，いったん
事件性がないとされた遺体に対して行う解剖に関
して，調査法解剖と行政解剖の区分はより困難で
あるため，各都道府県警がそれぞれの判断で行う
ことになる。監察医解剖以外の行政解剖（承諾解
剖）は，全数ではないが厚生労働省の異状死死因
究明支援事業による補助金が交付されるが，調査
法解剖は警察庁予算から各都道府県に対して一体
当たり定額が支弁され，その額以上の残額を都道
府県が負担している。また，行政解剖（承諾解剖）
は現実の運用は警察が関わっている地域も多いが
法的には都道府県知事の事務として行われるのに
対し，調査法解剖は警察署長権限で行われる。つ
まり，予算と権限の出所が異なっているとの背景
から，同額程度の予算がついている限り，警察と
しては調査法解剖を選択する傾向が強い。した
がって，本来，主に公衆衛生目的で行われるはず
の行政解剖が減少し，事件性はないと思われる
が，「念のため」死因究明をするという意味の調
査法解剖に流れていると推察できる。一方，「念
のため」解剖は今まで司法解剖で行っていた部分
も手続きが簡素な調査法解剖に回った可能性も考
えられる。
ｃ．調査法解剖数の地域格差
　死因究明の地域格差に関しては以前から議論が
あるところだが，この 4年間で格差拡大，特定地
域への偏在の方向が強まっていると言ってよい。
死因究明とは，推進法の基本理念に規定されてい
るとおり，生命の尊重，個人の尊厳，犯罪に起因
するか否かの判断，公衆衛生の向上に資するため
に行われるものであり，その福利を浴する国民は
そもそも平等でなくてはならないという観点から
して，本来地域格差は縮小されるべきである。
　では，なぜ同じ調査法解剖の数がこれほどまで
に自治体ごとに異なるのだろうか。調査法解剖数
に地域格差が生じる理由として，この解剖を多く
実施している都県の固有の事情が影響している可
表 5　人口10万人当たりの解剖数（平成28年）
司法解剖 司＋調 法医解剖
東京都 1.9 7.6 35.5
千葉県 3.9 4.3 4.4
全　国 6.6 8.8 16.1
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査法解剖を行っているが，千葉県，熊本県では法
医解剖数全体が減少している。軽々に推測するこ
とはできないが，解剖単価の高い施設に関して
は，司法解剖数を減らす方向に力が働いている可
能性がある。司法解剖が100以上減少した京都府，
栃木県についても司法解剖単価の高さを指摘でき
るため，同様の可能性がある。
　調査法解剖については，成立の経緯をみると，
警察庁は国からの予算措置を当初 6万円とし，都
道府県に同額以上の予算措置を求めた。12万円
（国費 6万円＋都道府県費 6万円）との金額が多
いのはそのためと考えられる。しかし，地域によっ
ては，これでは死因究明のための十分な検査がで
きないとの意見から，都道府県側が検査経費を上
乗せして支弁することになったため，このような
差異が生じたと推測できる（例えば千葉では国費
6万円＋県費24万円）。しかしながら，平均的には
司法解剖経費に比べ調査法解剖経費のほうが中央
値で40％低い。全体として司法解剖が微減し，そ
れ以上に調査法解剖が行われている背景にはこう
した経費の多寡が影響している可能性がある。
　警察庁は，この地域的な差異に関する国会議
員からの問に対して以下のように回答している。
「各都道府県において司法解剖執行額に差が生じ
ている理由は，個々のご遺体の鑑定すべき事項は
千差万別であり，それらを鑑定人が嘱託された鑑
定のために必要と判断した検査事項を実施した結
果の積み重ねとして，差が生じたものと考えてお
ります。」［5］さらに，調査法解剖についても同様
な回答があった。これをみると，警察庁としては，
例えば，薬毒物検査を十分に実施していない機関
があっても，それは鑑定人の判断であるというこ
とであり，積極的に検査を拡充しようという判断
はしていないということになる。犯罪見逃しの
トップは薬毒物がからむものであり，外表から容
易に判断できないことが大きな原因であることは
再三指摘されている。また，近年の危険ドラッグ
の流行，あるいは覚醒剤や大麻の蔓延をみても，
仮に死因とならない場合でも薬物使用の実態を明
らかにすることは重要であろう。こうした検査の
実施基準を設ける試みが必要である。また，様々
な病因を明らかにするため，多くの機関で組織学
的検査を行っている。警察としては犯罪捜査の目
そのまま承諾解剖に替わったが，ある程度は調
査法解剖に切り替わった。現在大阪でも監察医
制度の廃止に向けた議論があると聞いている［4］
が，調査法解剖と行政解剖の明確な区別をしない
限り，行政解剖の維持はますます困難になってく
ることが推察される。その一因は，わが国の死因
究明制度が警察中心に運用されており，犯罪捜査
に偏した死因究明が行われているためである。た
とえ，救急や小児科の医師あるいは警察嘱託医が
死因を明らかにするためには解剖が必要と考えて
も，警察が解剖不要と決めれば医師には解剖や諸
検査を指示する権限はない。行政解剖の場合は，
本来知事部局がその権限を持っているはずだが，
それを実際に行使しているところは少数に留ま
り，代わりに警察の意思が解剖実施の可否に大き
く影響を与えている。このような背景から，千葉
県は平成29年度から，医師主導の行政解剖ができ
るよう搬送費用の予算を措置した。いったんは警
察に届け出て警察が解剖不要と判断した場合でも
医師が必要と判断すれば行政（健康福祉部医療整
備課）の裁量で行政解剖が行われるという制度設
計であり，当初は小さい数ではあるが，これが事
故等の再発防止や隠れた疾病の発見につながるな
ど効果を発揮すれば今後行政解剖の役割が再評価
される可能性がある。
2．都道府県別の解剖経費からの推論
　まず，これらの数字は実態を必ずしも反映して
いない。脚注には「司法解剖 1体当たりの平均執
行額は，平成27年度の司法解剖経費の執行額とし
て道府県警察から報告のあった金額を平成27年中
の司法解剖数で除して算出」とあり，鑑定書未提
出等の理由で経費を執行していない場合，除算に
おける分子には執行額が算定されないが，分母は
暦年に行った解剖数の合計がそのまま計上されて
いるし，逆に前年に実施した解剖の鑑定書を，年
度をまたいで出した場合はその逆になるからであ
る。それを置いても，結果で示したように，解剖
経費の自治体間格差は非常に大きい。
　司法解剖の単価が40万円以上の県，千葉県，和
歌山県，熊本県，長崎県のうち，長崎県を除く 3
県はいずれも司法解剖が減少し，その減少率は 3
県の合計で24％に上る。和歌山県はそれ以上に調
61死因・身元調査法施行の解剖制度への影響に関する考察
都には医務院のほかに11の医大または医学部で法
医解剖を実施している。したがって，千葉大の統
計はほぼ千葉県の法医解剖の実勢を反映している
が，東大の場合はその一部を反映しているに過ぎ
ない。ただし司法解剖については東京都全体の
31％，調査法解剖は20％の解剖を東大で実施して
いる（ともに平成28年）ので，一応，一般的な傾
向は指摘できるだろう。
　結果で指摘したとおり，司法解剖の死因の種類
に関しては，概ね，調査法施行前も後も，また，
千葉大，東大も大きな差異を認めなかった。他殺
が千葉大に比べ東大の割合が大きいのは，千葉県
より東京都が警察取扱死体に対する司法解剖に付
する割合が低い結果と考えられる。また，自殺に
ついては東大において調査法施行後司法解剖が減
少しているなど細かな点では異同がみられる。
　しかし，調査法解剖では，千葉大は内因死が約
半数で，それに不慮の事故を加えると80％に達し
ているのに対し，東大では内因死が18％で，それ
に不慮の事故を加えても54％にしかならなかっ
た。その分，自殺，不詳の外因が多かった。表
1 aでみるように，東京では，平成24年と28年を
比較すると司法解剖が159減り，新設の調査法解
剖が627行われた。つまり，司法解剖が調査法解
剖に回り，それを大きく上回る数の，従来警察・
検察が解剖に付していなかった事案が新たに調査
法解剖に転じたと言えるだろう。その一端が身元
不明死体の割合に反映されている。表 4では割合
を記したが，実数では平成24年の司法解剖105件
中 9件，25年～28年の司法解剖264件中 8件と，
身元不明死体は大きく減少している。これは主に
水中死体など，犯罪性がほぼ認められない身元不
明死体を司法解剖から調査法解剖に替え，あるい
は従来解剖不要としていた事案を調査法解剖に回
した可能性もある。他方，千葉大の調査法解剖に
ついては，身元不明はゼロである。自殺について
も同様の推測が可能である。東大の司法解剖で
は，平成24年は15件だったの対し，25年～28年で
は平均 6件と減少し，一方調査法解剖では平均 8
件となっている。また，25年～28年で，千葉大の
司法解剖は東大の調査法解剖と同率の13％となっ
ている。つまり，千葉県では司法解剖で行われる
事例のかなりの部分が東京都では調査法解剖に
的に沿わないことから一部に不要論もあるようだ
が，死因診断をする際，内因か外因かを決める重
要な判断根拠になるため，組織学的検査は不可欠
である。薬毒物の摂取がなく病変がないことが確
認されなければ正しい死因診断には至らないと考
えられる。さらに，水死体の場合のプランクトン
検査，性犯罪が疑われる場合の精液検査，遺伝子
疾患が疑われる場合のDNA型検査など，付加的
に行われるべき検査も多い。こうした検査に関し
ても実施基準の策定に向けた努力が必要である。
ただし，各都道府県警察の内部機関である科学捜
査研究所（以下，科捜研）もこれらの検査を行う
こともあり，大学によっては科捜研に依頼する場
合もある。こうしたことも検査費の多寡に影響し
ているし，また科捜研の検査業務は拡充されつつ
ある。しかしその場合，鑑定の独立性・客観性と
の課題をいかにクリアするのかという別の問題が
現れる。
　なお，結果に調査法解剖に謝金のない理由を記
したが，今後，司法解剖についても個人謝金をど
うするかとの議論が持たれるべきである。法医鑑
定はそもそも医師だけでなく多くの職種のスタッ
フが共同して行うものであり，さらに，大学の通
常の勤務時間に，解剖室等大学の施設を利用し，
大学で雇用された職員の助力を得て行うものであ
ることに対して，教授をはじめとする執刀医個人
に謝金を出すという現行の制度は社会常識と適合
するか否かの検証が必要である。ただし，法廷で
の陳述をはじめその事案に対し鑑定人個人が責任
を負うとの観点も踏まえ考慮する必要がある。
3． 千葉大学，東京大学の解剖の変遷から得られ
る推論
　千葉県は監察医制度もなく解剖率も低水準の県
であり，調査法解剖も承諾解剖（行政解剖）も少
なく，全国的にみて大都市部周辺地域の典型と考
えられる地域である。一方，東京都は監察医務院
があり，調査法解剖にも大きな予算をかけ，わが
国の中では死因究明の精度が比較的高い地域であ
ると判断されている。また，解剖施設に関して言
うと，千葉県は平成29年度まで千葉大のみ（平成
30年度からは新設の国際医療福祉大学医学部が法
医解剖を実施する見込み）であるのに対し，東京
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準の策定が行われていない現状からみると，必ず
しも解剖率の多寡のみが問題ではないことも理解
されよう。
4．その他調査法の運用をめぐる問題点
　死因・身元調査法の成立の意義は，新しい解剖
制度の創設に留まらないはずだった。
　その一つは遺族への配慮規定である。第 3条
は，「警察官は，死体の取扱いに当たっては，遺
族等の心身の状況，その置かれている環境等につ
いて適切な配慮をしなければならない。」として
いる。この条文は，必ずしもしっかりとした処遇
を受けなかった遺族の意向に沿って入れられたも
のであり，警察として専門職の配置などを考慮す
べき条文だったが，法制定後目立った変化はみら
れない。
　第二は，第 6条の「警察署長は，取扱死体につ
いて，第三項に規定する法人又は機関に所属する
医師その他法医学に関する専門的な知識経験を有
する者の意見を聴き，死因を明らかにするため特
に必要があると認めるときは，解剖を実施するこ
とができる。」との規定である。かねてより，解
剖の要否は警察等の法執行機関だけで決めてきた
との反省の上に立って，法医学者の意見を聴取す
るべき旨の規定だが，多くの都道府県で，電話一
本で「受けてくれるか。」の確認があるのみで，
この条文の本旨が生かされているとは言えない。
　第三は，第 9条の関係機関への通報である。こ
れは，「……明らかになった死因が，その後同種
の被害を発生させるおそれのあるものである場合
において，必要があると認めるときは，その旨を
関係行政機関に通報するものとする。」との条文
であり，犯罪捜査のみならず，公衆衛生的見地か
ら再発や被害拡大の防止を図るとの趣旨だが，法
制定後，積極的に通報に当たっているという実態
は把握できない。平成28年 2月に東大で調査法解
剖を行った事例の死因が結核であって，昨年12月
以降，その死者が留置されていた警察署の警察官
6人が発症し，警察官や東大教職員の少なくとも
26人が感染したことが明らかになるという事件が
あり，東大法医学教室も感染症法上の届出を怠っ
たとの批判があった。しかし，警察も昨年 6月に
解剖報告書で結核の感染が指摘されていたにもか
回っていると言えるだろう。
　本来，身元不明死体では死亡に至る経緯，病
歴，死者の周辺情報等，特に死因の種類を推定す
るための根拠が乏しく，したがって犯罪性の有無
を即断しづらい。つまりは刑事訴訟法上の変死体
（刑事訴訟法第229条）と考えられる事案が多く，
したがって司法解剖に付すると言うのがおそらく
は千葉県警をはじめとする多くの道府県警察の判
断だろう。自殺も同様に他殺を完全に否定するこ
とが困難な場合，司法解剖とするのが妥当であろ
う。しかし，警視庁若しくは東京地検は身元不明
死体，自殺を疑う死体のかなりの事案で調査法解
剖を活用している。その背後には，前々項で指摘
した司法解剖の割合がある。前述のとおり平成28
年で東京都は人口10万人当たりの司法解剖が1.9
件であり，同年の千葉県は3.9件，つまり 2倍以
上となっている（表 5）［6］。確かに，調査法解剖
で犯罪の疑いが浮上した際は司法解剖に切り替え
ればいいとの判断もあろうし，実際，東大でも年
間 2， 3件はそうした事例がある。しかし，それ
も解剖で実施される検査の精度が同等であれば納
得もできようが，前項で触れたような検査の実施
基準の策定もなされず，経費も大きく異なる状態
でこうした運用が可能かは疑問が残る。
　一方，千葉県を含め調査法解剖数が少ない県に
関しては概ね千葉県と同様，調査法解剖のなかで
は内因死の割合が高い［7］。これは各道府県警が，
犯罪の可能性が非常に低いと判断した場合に調査
法解剖を行っているのだろうと推測できる。しか
しながら，そうした道府県では，多くの死体につ
いて解剖がなされないまま死因が決定されそのま
ま火葬されているとの実態も看過できない。先程
の人口10万人あたりの解剖数（表 5）について言
えば，司法解剖の少ない東京都も調査法解剖を加
えれば全国平均に近づき，さらに行政解剖（医務
院の監察医解剖と三多摩の承諾解剖）を加えた法
医解剖では全国平均の倍以上になっている。この
東京都の解剖数であっても，欧米の先進国と言わ
れる地域に比べれば決して多くない点［8］に鑑み
れば，千葉県を含む一般的な道府県では，多くの
死亡事例が解剖されないまま死因が決定されてお
り，精度の高い死因究明とは程遠いと考えてよ
い。ただし，薬毒物検査，組織検査などの実施基
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うに，他者の犯罪行為に因らない場合も多い。こ
れらに調査法解剖を適用して死因究明を行えば，
事故に至る原因の解明につながり，事故防止に有
用な情報が得られる可能性もあるし，さらには，
当初は自損事故であると判断したものが，のちに
犯罪と関連していたことが判明した事例もあった
ことから，この点の運用の改善も望まれる。
5．結語
　調査法施行以後，解剖総数は微増し，調査法解
剖，25年以来，表 1 bに示したとおり毎年次第に
増加しているものの，地域的な偏りが著しく地域
格差は増大している。例えば東京都では従来は司
法解剖であった事案が調査法解剖に回るケースも
多いなど，運用は都道府県によって様々である。
一方，経費に関しては，司法解剖も調査法解剖も
地域格差は大きいが，調査法解剖は謝金を含めた
司法解剖の約60％でしかない。経費の差異の背後
には，解剖に付随する検査の有無があり，少ない
経費の地域は必要な検査を行っていない可能性が
ある。仮に科捜研で行っているとしても鑑定の中
立性に疑問が残る。また，解剖以外でも調査法の
運用について問題点が指摘できる。
　以上の諸点から，わが国の死因究明制度の充実
を目指すために次のとおり提言する。
1．死因・身元調査法の立法の主旨に沿った幅広
い死因究明を全国的に推進すること。
2．解剖に付随する必要な諸検査の実施基準を策
定し，全国の施設に適用すること。
3．解剖の地域格差を是正するための方策を内閣
府等政府関係機関で検討すること。
4．遺族への配慮，関係機関への通報といった解
剖以外の施策の推進を図ること。
5．失効した死因究明等推進法の後継法を成立さ
せ，国としての推進体制を構築すること。
6．診療関連死や自損の交通事故死に関しても容
易に調査法解剖を行うようにすること。
　こうした諸点に関し，政府関係者，国会議員，
法医学者を含む学識経験者，報道機関等が真摯な
議論を重ね，従来から指摘されているわが国の死
因究明制度がその改善に向け一歩一歩前進してい
くことを切に期待している。
かわらず，保健所への通報を行っていなかった。
このことは，警察の側に第 9条の意義が正しく理
解されていない証左であると言えるだろう。実態
として警察が日常的に関係機関に対する通報を
行っているとの状況は把握できない。
　その他にも，第13条の人材の育成，第14条の財
政上の措置が期待どおりに行われていないとの指
摘もあるが，その一因としてこの法律が議員立法
として多省庁の施策を盛り込んだにもかかわら
ず，警察庁の所管法となったために犯罪捜査への
関心だけが主要課題となり，他の省庁の施策，例
えば公衆衛生を所管する厚生労働省の施策と関連
付けるものになっていないことが挙げられる。本
来その点は死因究明等推進法，及びその規定に
沿った死因究明等推進計画に期待したところであ
るが，推進計画の内容の乏しさ，さらに推進法失
効後の新規立法の未整備が重なり，十分な成果が
得られていないのは残念である。
　他方，平成27年，改正医療法の施行に伴い，新
たな医療事故調査制度が創設された。しかし，こ
の制度の導入は従来の解剖制度に代替するもので
はなく，警察届出に基づく診療行為に関連した法
医解剖は依然として行われている。その際，業務
上過失致死の嫌疑があれば司法解剖ということに
なろうが，実際に訴追する例はほとんどなく，む
しろ死因診断がより大きな意味を持っている。医
師にとっても，業務上過失致死あるいは殺人とい
う罪状での司法解剖よりも，公衆衛生上の目的を
併せ持った調査法解剖のほうが，より受け入れや
すいし，真実を知りたいと考えている遺族の立場
からすれば，刑訴法上，情報開示が困難な司法解
剖よりも，積極的に情報が開示される調査法解剖
のほうがより得るものが大きい。しかし，医療事
故あるいはその疑いがある事案を調査法解剖に付
する例は極めて少ない。
　最後に，交通の部署が死体を扱う場合，調査法
解剖が行われないことへの疑問である。死因・身
元調査法が警察庁のなかで刑事局の所管であるた
め，交通局（都道府県では交通部，所轄では交通
課）では調査法解剖を行わないことになってい
る。交通事故はほとんどが犯罪であるから解剖す
るのなら司法解剖がふさわしいとの理由らしい
が，二論車からの自己転倒や車両の自損事故のよ
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Abstract
Four years have passed since the death investigation 
and identification act was implemented and a new type 
of autopsy established. We discuss what influences 
the introduction of these autopsies has had on the 
death investigation system in Japan. We obtained the 
following results after analyzing data from the Japan 
police agency and from medico-legal autopsies in 
Chiba University and Tokyo University. The number 
of autopsies generated by the new act overwhelmed 
the reduction of other types of autopsies, and the total 
number of medico-legal autopsies increased. However, 
the autopsies produced by the new act were largely 
performed in a few areas in which the autopsy rate had 
been relatively high. Moreover, the application of the act 
differed according to every prefectural police force. In 
Chiba the unidentified bodies were autopsied as judicial 
autopsies, although in Tokyo many of them were 
autopsied in compliance with the new act. The problems 
of the application of the new act are also indicated in 
other issues. Care for the bereaved, consultations with 
forensic pathologists, and reports to other organizations 
have not been considered seriously. Further, the 
new act should be applied more comprehensively to 
treatment-related deaths and deaths by self-inflicted 
traffic accidents.
